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は　じ　め　に

　神奈川県におけるがん死亡者数は23,565人（平成29年現在）に及び、これは総死亡者数80,352人の約

３割を占めています。また、罹患数は60,541人（平成27年現在）となり、増加の一途を辿っています。

　県では、増え続けるがんを克服するため、国が平成29年10月に策定した「第３期がん対策推進基本計画」

等を踏まえ、平成30年度を初年度とする「神奈川県がん対策推進計画（平成30年度～平成35年度）」（以下、

「県計画」という。）を策定し、「がんの未病改善」「がん医療の提供」「がんとの共生」を３つの柱として、「が

んを知り、がんと向き合い、がんの克服を目指す神奈川づくり」に向けて、より幅広くがん対策を推進

していくこととしています。

　神奈川県悪性新生物登録事業は、がんの現状や全体的な傾向の把握を目的とし、国が取組みの強化を

進めてきた地域がん登録に該当する事業であり、本県のがん対策に係る施策の立案、推進にあたり不可

欠な事業として、昭和45年から全国的にも早い段階で実施してきました。また、本事業は、診断時のが

んの部位や種類、診断方法、治療方法等を調査するとともに、疫学的解析を行うことにより、そのデー

タが生活習慣等による発がん性解明の研究や有効な治療方法の研究に資するという意味においても大変

重要なものとなっています。

　一方で、地域がん登録は各自治体独自の方法で行われてきたため、全国的な把握や比較が困難である

という課題がありました。これを解決するため、全国の医療機関にがん患者の情報提供を義務づけ、が

んに関する全国統一のデータベースを整備することなどを定めた「がん登録等の推進に関する法律」が

平成28年１月から施行され、全国がん登録が動き出しました。これにより、精度の高いデータが収集・

蓄積されていくものと大いに期待されるところです。本県では、「がん情報等の提供に係る手数料条例」

を本年１月に施行するなど、データの利活用に向けた情報提供を順次進めていきたいと考えています。

　本県におきましては、地域がん登録で蓄積してきたデータと全国がん登録から得られるデータを積極

的に活用し、本県のがんの実態や地域特性などについて県民の皆さんに情報提供するなど、がん対策の

より一層の推進を図っていきたいと考えており、新たな計画においても、「がん登録の推進」を施策に

位置づけています。

　この「神奈川県悪性新生物登録事業年報」（第42報）は、神奈川県医師会及び県内医療機関の皆様の

ご協力を得て、平成27年の本県の罹患、死亡及び受療状況についてまとめたものです。この報告書が医

療機関における疫学的研究をはじめ、市町村等における生活習慣病対策事業など関係各方面の皆様のお

役に立つこととなれば幸いです。

　今後とも本事業の推進につきまして、なお一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

　平成31年３月

神奈川県健康医療局技監兼保健医療部長　前　田　光　哉
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Ⅰ．概　　要

１．神奈川県悪性新生物登録事業

⑴がん登録のしくみと統計で使用される語句や数値について

◆がん登録とは？

　がん登録はがんのり患（病気にかかること）や転帰（最終的にどうなったか）の情報を登録・蓄積し、

分析する仕組みである。がんのり患率、生存率、死亡率の把握など、がん対策の基礎となるデータを把

握するために必要なものである。神奈川県は昭和45年から地域がん登録を行ってきた。このため、経年

比較や地域におけるがんの状況の比較などが可能になっている。

　また、平成28年１月より全国がん登録が開始された。これにより、神奈川県外に移動したがん患者の

追跡が容易になるなど、さらなる神奈川県のがん登録の精度充実が期待される。

◆がん登録の精度

　理論上すべてのがんり患が登録された場合の「真」のり患率と、実際のがん登録から算出されるり患

率の差が小さいほど、がん登録の精度が高いといえる。「真」のり患率を測定することはできないので、

代わりにDCN（Death Certificate Notification）割合＊などのがん登録の精度指標が用いられる。神奈川

県地域がん登録のDCNは平成19年は24.7%だったが、平成27年には8.9%まで改善しており、神奈川県の

がん登録の精度は向上していることがわかる。

　詳しくは、⑵がん登録の精度指標について（p. 4）を参照されたい。
＊死亡情報で初めてがん患者であることを把握した症例割合。この数値が低いほど精度が高いとされる。

◆粗り患率と粗死亡率

　粗り患率と粗死亡率は一定期間のり患数（がんと新たに診断された人の数）もしくは死亡数（がんで

死亡した人の数）を単純にその期間の人口で割ったり患率である。通常用いられる人口10万人対の割合

を算出する場合は一定期間のり患数または死亡数を人口で割ったものに100,000が掛けられる。

　例えば、平成27年の神奈川県の膀胱がん粗り患率（人口10万人対）は

　である。

平成27年神奈川県の膀胱がんり患数

平成27年神奈川県の総人口
×100,000
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◆年齢調整り患率と年齢調整死亡率

　年齢調整り患率と年齢調整死亡率は、高齢化などの年齢構成の影響を取り除いた10万人当たりのり患

者数と死亡数のことである。

　がんは、高齢になるほどり患率および死亡率が高くなることがわかっている。そのため、高齢化が進

んだ集団は、それより高齢化が進んでいない集団より、がんの粗り患率と粗死亡率が高くなることが予

想される。よって、仮に２つの地域（または、年代）の集団のり患率や死亡率を比較する場合に、一方

では高齢者が多くて、一方では若年者が多いなど、年齢構成に違いがあれば、粗り患率や粗死亡率では

これらの集団を比較することができない。

　そこで、年代別や地域別の集団においてのり患や死亡を比較するためにがんのり患や死亡に影響する

「年齢」の要素を取り除くために算出するのが、年齢調整り患率と年齢調整死亡率である。年齢調整り

患率と年齢調整死亡率は、対象となる集団の人口構成を標準となる集団の年齢構成（標準人口）に当て

はめた上で（これを「年齢調整する」という）で求められる。年齢構成が異なるとわかっている集団の

間で比較する場合や、同じ集団でそれらの年次推移を見る場合に、この年齢調整り患率と年齢調整死亡

率が用いられる。

　主に、日本で基準として用いられる人口構成モデルは、世界人口モデルと日本人人口モデルの２つで

ある。（付表33を参照。）国際比較をするときは、世界人口モデル（国際的に代表される人口構成をベー

スにした人口モデル。Segi-Dollらの世界人口モデルが主に使用される。）、国内で特に年代で比較すると

きは日本人人口モデル（昭和60年人口をベースに作られた仮想人口モデル）を用いることが多い。

◆�がんの５年相対生存率について（あるがんと診断された場合に、治療でどのくらい生命を救えるかを

示す指標）

　ある地域でがんと診断された人のうち５年後に生存している人の割合が、性別・年齢・暦年の分布を

同じくする日本人集団で５年後に生存している人の割合に比べてどのくらい低いかで表す。100％に近

いほど治療で生命を救えるがん、０％に近いほど治療で生命を救い難いがんであることを意味する。

　例えば、

　平成23年り患者の乳がん５年相対生存率＝

平成23年乳がんり患者が５年後生存している実測割合

平成23年乳がんり患者と同じ性別、年齢と生年が同じ分布を持つ日本人集団に期待される５年生存割合
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　例えば、あるがんの５年相対生存率80%という場合は、そのがんにかかる性別、年齢と生年の分布が

同じ日本人に期待される５年生存する割合が50％（期待生存率）だとすると、それに比べてがん患者の

40％（実測生存率）がり患５年後生存する、という意味である。がんにかかる人と同様な背景（性別、

年齢と生年）の日本人が５年後50％生存すると期待されるのに比べて、がんにかかると40％に低下する

ことを表している。治療成績などを年代で比べるときに用いられる指標の１つである。

◆期待生存率について

　生存に影響のある因子である性別の場合、年齢分布、診断された年代が異なる集団において、がん患

者の予後を比較するために、厚生労働省の簡易生命表を基に国立がん研究センターがん対策情報セン

ターにより日本人の性別、年齢（０から99歳の各年）、暦年別の、cohort生存率表（期待生存確率）が

計算されており、これに0.5歳分加算したものに期待生存率を定義する１つの方法であるEderer Ⅱ法を

用いている。詳しくは「がん登録実務者のためのマニュアル 地域がん登録における生存率計測の標準

方式」＃を参照されたい。

「がん登録実務者のためのマニュアル 地域がん登録における生存率計測の標準方式」＃

「生存率集計対象と計算方法」＃

　地域がん登録の手引き改訂第５版詳細版第４章第４節において公開されている。ＨＰで一般の方も

資料をダウンロード可能である。

　http://www.jacr.info/publicication/tebiki/tebiki_s_4_4.pdf
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⑵　がん登録の精度指標について

　がん登録の精度指標の１つとして、DCN（Death Certificate Notification）割合がある。詳しくは下

記の説明と図を参照されたい。この割合が高ければ、多くの生存患者が登録漏れになることを示してい

るため、がん登録の精度を評価する指標のひとつとなっている。神奈川県においては、下記の表の通り、

平成20年以降顕著に登録の精度が向上している。

　DCN（Death Certificate Notification）割合とは、

　　�　死亡情報で初めて登録室ががん患者であることを把握した症例（死亡情報が登録された時点で届

出されていない症例）割合。DCNが高ければ届出漏れが多く、り患数が実際よりも低く見積もら

れている可能性がある。

　　�　他にも登録の精度を測る指標として、DCO（Death Certificate Only）割合、IM比（Incidence 

Mortality Ratio）がある。

　DCO（Death Certificate Only）割合とは、

　　�　がん登録症例に対する死亡情報のみで登録された症例割合。DCOが低いほど計測されたり患数

の信頼性が高いと評価される。

　IM比（Incidence Mortality Ratio）とは、

　　�　一定期間におけるがんり患数のがん死亡数に対する比。生存率が低い場合、あるいは、実際より

り患数が少ない場合に低く、一人の患者を重複登録している場合には高くなる。　

届
出
り
患
数

図：登録の精度

平成

16年

平成

17年

平成

18年

平成
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平成

24年
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（％）
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⑶　本報告書で用いる指標の解説

１　り患数、届出り患数、延べり患数

　�　り患数とは、医療機関より届出のあった患者が初めて悪性新生物と診断された年月日をもとに、集

計対象年（その年の１月１日より12月31日まで）の分と、届出が無く集計対象年の死亡票より悪性新

生物で死亡した患者分との合計数である。そのため届出り患数は前者のことを表す。述べり患数とは、

同一の患者が複数施設からそれぞれ届出があった場合に、それぞれを一件として合計した数値のこと

を表す。

２　死亡数

　　人口動態調査の死亡統計による。

３　粗り患率（粗死亡率）＝　　　　　　　　  ×100,000

４　

　　
＊標準人口は付表33の世界人口を用いた。

５　実測５年生存率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

６　期待生存率

　�　計測対象年のり患者の年齢別５年生存確率を表す。この値は、計測対象年とその後の５年間の生命

表から計算される。（資料は国立がん研究センター作成分を使用）

７　５年相対生存率＝
　

　�　この指標は、悪性新生物患者が、り患後５年間にがん以外で死亡する確率を除去した正味の悪性新

生物による５年生存率を表す。

８　死亡票のみの割合（DCO％）＝　　　　　　　　　  ×100

　�　毎年集計する対象年のり患者のうち、医療機関から届出されて把握された、り患者を除く死亡票に

よって把握されたり患者の割合を表す。この値が低いほど、地域がん登録の精度が良いことになる。

９　組織診断の割合＝　　　　　　　　　　　　　　 ×100

　�　収集された資料の医学的信頼度を示すために用いる。この指標は死亡票も含めた総り患数に対する

割合と、医療機関より届出のあったり患数に対する割合とがある。一般的には後者を指標とする。

10　り患／死亡比（Ｉ／Ｄ比）＝　

　�　集計対象年の悪性新生物り患数が、その年の悪性新生物死亡数の何倍かを表す。この値が、1.5 ～ 2.0

であれば、届出漏れが少ないと判断できる。

年齢調整り患率

（年齢調整死亡率）
＝ ×100,000

{ }〔 〔〕 〕観察集団の年齢階級
別り患率（死亡率）

標準人口の総計

標準人口＊の
その年齢階級人口

の年齢階級
の総和

×

り患数（死亡数）

人口

計測対象年り患者中５年後の生存数

計測対象年の総り患数

実測５年生存率

期待生存率

死亡票からの登録数

対象年の総り患数

　 組織診断を行った患者数 　

総り患数（届出されたり患数）

り患数

死亡数
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⑷　神奈川県悪性新生物登録事業実施要綱

１．目的

　�　本登録事業は、生活習慣病のうち特に社会的、家庭的に中核をなす年齢階層に多発するがん（悪性

新生物）について、神奈川県下におけるり患の現状を把握し、今後におけるがん対策の推進及び医療

水準の向上に資することを目的とする。

２．登録対象

　�　県下の医療機関で悪性新生物と診断された患者及び保健所に報告された悪性新生物による死亡者を

対象とする。

３．実施主体

　�　本事業は、地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンター（以下「県立がんセンター」

という。）及びその他の医療機関の協力を得て神奈川県が実施する。

４．実施方法

　⑴　調査

　　り患調査及び死亡調査による。

　　ア　り患調査

　　�　り患調査は、県下医療機関において悪性新生物若しくはその疑いありと診断された患者について

各医療機関から、次の項目を掲げる悪性新生物登録票の届出を受けて行う。

　　�　氏名、性別、生年月日、住所、診断年月日、診断名、診断方法、現在の状態（生存、死亡）、病

理組織所見、主たる治療、手術年月日、ＩＤ番号、入院・外来、自施設診断日、初回診断日、病巣

の拡がり、病期、外科的治療結果、発見の経緯、最終生存年月日

　　イ　死亡調査

　　�　死亡調査は、厚生労働省の承認を受け、県下保健所の人口動態調査死亡小票から悪性新生物で死

亡した者を調査する。

　　　氏名、性別、生年月日、住所、死亡年月日、死亡場所、死因（手術年月日）

　⑵　集計

　　４－⑴の調査の結果についての照合、集計を行う。

　　集計項目は次のとおりとする。

　　部位別、性別、年齢別、地区別、病院規模別、診断方法、治療、予後

　⑶　解析

　　照合、集積された資料に基づき、次の疫学的解析を行う。

　　ア　り患率の測定

　　イ　生存率の測定

　　ウ　対がん医療の現状分析

　⑷　実施機関

　　り患調査、死亡調査及び登録事業業務処理は、県立がんセンターが行う。

５．公表等

　⑴　集計、解析の結果を本登録事業にかかわる年報等により公表する。

　⑵　届出医療機関に対し、本登録事業で得た情報を提供することができる。

　⑶　�届出医療機関以外の者から情報提供の依頼を受けた場合は、別に定める「神奈川県悪性新生物登

録資料の利用に関する規定」に従って事務処理を行う。
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６．秘密の保持

　�　この業務に従事した関係者は、個々の患者について業務上知り得た秘密について、これを他に漏ら

してはならない。

　　なお、この業務にかかわる秘密を守るために、業務処理及び資料の利用に関して別に定める。

７．その他

　　この要綱に定めるものの他に必要な事項は、別に定める。

　　　　附　則

　　この要綱は、昭和51年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、昭和52年４月１日から実施する。

　　　附　則

　　この要綱は、昭和56年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、昭和61年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、昭和63年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成７年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成13年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成17年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成18年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成21年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成22年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成24年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成29年11月28日から実施する。

　　　　附　則

　　この要綱は、平成31年１月１日から実施する。
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⑸　神奈川県悪性新生物登録資料の利用に関する規定

１．目　的

　�　悪性新生物登録事業に関する秘密保持を遵守するために、登録資料の利用にあたって必要な事項を

定める。

２．資料の利用について

　⑴�　神奈川県悪性新生物登録事業年報（以下「年報」という。）等により公表されている資料以外の

資料を、保健・医療及び研究のために利用する場合には、目的・対象等を記載するとともに、この

資料より知り得た個人情報ないし他医療施設に関する情報を、他に漏らさない旨誓約した申請書を、

地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンター病院長（以下「県立がんセンター病

院長」という）を経て、神奈川県健康医療局保健医療部長（以下「保健医療部長」という。）に提

出する。（様式１）

　⑵�　保健医療部長は、登録資料の利用についてさしつかえないと判断したときは、申請者に登録資料

利用許可書及び資料を交付する。（様式２）

　　�　交付にあたり、「神奈川県がん情報等の提供に係る手数料条例（平成30年12月28日条例第95号）」

の規定により手数料が必要となる場合は、申請者から手数料を徴収する。

　⑶�　申請者は、資料を受領したときは、ただちに資料受領書を県立がんセンター病院長を経て保健医

療部長に提出しなければならない。（様式３）

　⑷�　なお申請者は、登録資料の利用期限が終了した若しくは利用目的が完了した場合、速やかに資料

返却･廃棄報告書を県立がんセンターがん予防･情報学部長に提出するものとする。（様式４）

　⑸�　登録室は、登録資料の提出に際しては、「神奈川県悪性新生物登録事業登録資料提供記録簿」に

そのつど記入しなければならない。（様式５）

　⑹　登録室は、登録資料の利用状況について、その年度の年報に掲載するものとする。

３．その他

　�　この規定に定めるもののほか、必要な事項は、保健医療部長が県立がんセンター病院長と協議のう

え定める。

　　　　附　則　

　　この規定は、昭和63年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成17年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成22年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成24年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成25年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成28年４月１日から実施する。



9

　　　　附　則

　　この規定は、平成29年11月28日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成30年４月１日から実施する。

　　　　附　則

　　この規定は、平成31年１月１日から実施する。
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⑹　神奈川県悪性新生物登録資料の取り扱いについて

　神奈川県悪性新生物登録（以下「がん登録」という。）資料は、「個々の患者並びに医療施設に関する

秘密を守る」ことを前提にして、県内各医療施設から提出していただいた医療情報です。

　したがって、「悪性新生物登録事業年報」等により公表された資料以外の資料を使用するにあたっては、

次の条項を守って下さい。

１．秘密の保護

　⑴�　がん登録資料から得た患者個人に関する情報は、第三者に漏らさない。また知り得た患者に対し、

直接接触しない。

　⑵　がん登録資料から知り得た医療施設に対し、直接接触しない。

２．利用資料の保管及び利用後の取り扱いについて

　⑴�　がん登録に関する公表された資料以外の資料を利用するときは、神奈川県立がんセンター総長（以

下「センター総長」という。）を経て神奈川県健康医療局保健医療部長（以下「保健医療部長」という。）

に利用申請書を提出し、保健医療部長の許可を得なければならない。（様式１・２）

　⑵�　申請資料を受領したときは、すみやかに受領書をセンター総長を経て保健医療部長に提出しなけ

ればならない。（様式３）

　⑶　借用した資料は、利用申請目的以外には使用しない。

　⑷�　申請者は、入手した資料の研究中の保管については、申請者の責任において十分な配慮をしなけ

ればならない。

　⑸�　申請者は、利用期限が終了した若しくは利用目的が完了したときは、すみやかに資料返却・廃棄

報告書を県立がんセンターがん予防情報学部長に提出しなければならない。（様式４）

３．研究結果の報告

　⑴�　研究成果の公表にあたっては、その内容について事前に登録室と協議するとともに、写しをセン

ター総長を経て保健医療部長に提出しなければならない。

　⑵　論文中に「神奈川県悪性新生物登録資料を利用した」ことを記載しなければならない。

　⑶　印刷論文の別刷をセンター総長を経て保健医療部長に提出するものとする。

４．申請内容の変更

　申請の内容に変更が生じたときは、改めて申請する。

　このことについての

　　　　　問い合わせ先
　　　　　神奈川県立がんセンター臨床研究所がん予防・情報学部

　　　　　　　　　　　〒241−8515　横浜市旭区中尾２−３−２

　　　　　　　　　　　電話（045）520−2222　内線4032
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⑺　全国がん登録に係る神奈川県がん情報提供事務処理要綱 

 

（目的） 

第�１　この要綱は、「がん登録等の推進に関する法律」（平成25年法律第111号）（以下、「法」という。）

に基づく全国がん登録情報のうち本県に係る都道府県がん情報（以下、「神奈川県がん情報」という。）

の提供等に関する事務処理について、「全国がん登録 情報の提供マニュアル」（以下、「マニュアル」

という。）に準じて定める。 

 

（用語の定義） 

第�２　この要綱で使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、マニュアルにおいて定義

された用語の例によるものとする。 

 

（運用体制） 

第�３　県は、情報の提供依頼申出者に対する一元的窓口機能として、申請を取りまとめ、それぞれの情

報について知事が行った提供の決定に基づき、情報の提供を行う調整機能等の役割を果たす組織（以

下、「窓口組織」という。）を設置するものとする。 

　２�　法第24条第１項に規定される知事の権限及び事務の委任（以下、「法に基づく事務委任」という。）

を行った場合は、当該事務委任を受けた者において窓口組織を設置するものとする。 

　３�　窓口組織には、情報の適切な管理等、保有等の制限並びに情報の取扱いの事務に従事する職員等

の秘密保持義務及びその他の義務の規定が適用される（法第25条から第29条まで）ほか、情報の保

護等について、県が地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンターと策定した「が

ん登録における個人情報保護のための安全管理措置マニュアル」（以下、「県版安全管理措置マニュ

アル」という。）を踏まえて業務を行うことが求められる。 

 

（情報及び定義情報等の保管、整備） 

第�４　窓口組織は、情報の提供に関する事前相談対応やその事務等に資するため、情報管理リスト（様

式第１号）により、当該組織内における情報及び定義情報等の存在の有無・所在とその保管状況を把

握するものとする。 

　２　前項に規定する保管状況等の把握は年１回以上実施するものとする。 

　３�　前２項に規定する保管状況等の把握について、法に基づく事務委任を行っている場合は、当該事

務委任先に対して様式１を作成させ、あるいは当該事務委任先が同様の内容についてリスト等によ

る管理を行っていた場合はそれをもって代えることができる。 

 

（事前相談への対応） 

第�５　窓口組織は、情報の提供について提供依頼申出者から連絡及び相談等があった場合、法の趣旨及

び提供を申し出ることができる者、審議会等（神奈川県がん対策推進審議会がん登録部会のことを指

す。）による審査の要不要及び審査の方向性、利用の制限（秘密保持義務、利用期間及び提供可能な情報）

並びに安全管理義務、情報の提供等に係る手数料の要不要等について、当該提供依頼申出者に対して

説明を行うとともに、当該申出に係る提供に関する応諾可能性や手数料額の目安等、その他手続き等

に係る不明な点について可能な限りにおいて対応するよう努めるものとする。 

 

（提供依頼申出者） 

第６　提供を申し出ることができる者は次に掲げる者とする。 

　⑴　法第18条第１項各号に該当する者 

　⑵　法第19条第１項各号に該当する者 
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　⑶　法第20条に該当する者 

　⑷　法第21条第８項または第９項に該当する者 

 

（提供依頼申出者の別と利用目的等の関係） 

第�７　提供依頼申出者別における提供を申し出ることのできる情報等については、マニュアルに示され

ている「表 提供依頼申出者の別と利用目的等の関係」のとおりとする。 

 

（提供依頼申出者からの申出文書の受付） 

第�８　提供依頼申出者は、情報の提供を求める場合、本要綱第６第１項各号に応じて、次に掲げる様式

による申出文書を窓口組織に提出するものとする。 

　⑴　法第18条第１項各号に該当する者は、様式第２−１号を用いるものとする。 

　⑵　法第19条第１項各号に該当する者は、様式第２−１号を用いるものとする。 

　⑶　法第20条に該当する者は、様式第２−２号を用いるものとする。 

　⑷　法第21条第８項または第９項に該当する者は、様式第２−３号を用いるものとする。 

 

（申出時に必要な添付書類等） 

第９　申出時に必要な添付書類は次のとおりとする。 

　１　提供依頼申出者確認書類として、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　　⑴�　法第18条第１項各号または第19条第１項各号に該当する者は、顔写真付きの本人確認書類の写

し、在職証明書あるいはこれに代わる所属長等の公印が押印された委任状等。 

　　⑵�　法第20条に該当する者は、顔写真付きの本人確認書類の写し、在職証明書あるいはこれに代わ

る施設長等の印が押印された委任状等。 

　　⑶�　法第21条第８項または第９項に該当する者は、顔写真付きの本人確認書類の写し、在職証明書

あるいはこれに代わる法人その他団体の代表者等の印が押印された委任状等、当該提供依頼申出

者が所属する法人その他団体の登記簿の写し、定款の写し、役員名簿の写し等その他当該法人そ

の他団体の状況が分かる書類。 

　２�　「全国がん登録における神奈川県がん情報の利用規約」（以下、「利用規約」という。）の内容を遵

守する旨の誓約として、当該利用規約及び利用予定者すべての署名押印がされた誓約書（様式第３

号）を添付するものとする。 

　３�　情報の提供を受ける際に使用する電子媒体（最新のウイルス定義が更新されているパソコンにて

ウイルス感染の有無がチェックされているもの）を添付するものとする。 

　４�　提出書類及び記載内容の不備がないことについて確認及び説明するための書類として、形式点検

自己確認書（様式第４号）を添付するものとする。 

　５�　提供の申出に係る調査研究の目的が「都道府県、市町村のがん対策の企画立案または実施に必要

ながんに係る調査研究（法第18条及び第19条に係る調査研究をいう。）」のための場合は、次に掲げ

る書類を添付するものとする。 

　　⑴�　当該情報を利用して実施する調査研究が、申出を行う当該機関の活動にとって必要不可欠であ

ることを証明するための書類（様式第５号）。 

　　⑵　研究計画書等、調査研究の内容等が分かる書類。 

　６�　提供依頼申出者が、前項の目的のため、行政機関もしくは独立行政法人等から調査研究の委託を

受けた者または行政機関もしくは独立行政法人等と共同して当該調査研究を行う者（法第18条第１

項第２号、第19条第１項第２号）に該当する場合は、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　　⑴　調査研究等の委託等に係る契約書等の写し。 

　　⑵　前号のほか、秘密保護に係る覚書等を取り交わしている場合は当該覚書等の写し。 

　　⑶�　前号に該当する場合であって、契約締結前である等の事情で委託契約書及び覚書等の写しが添
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付できないときは、委託契約締結前における申告書（様式第６−１号）を提出することで委託契

約書及び覚書等に代えることができるものとする。この場合、契約締結後に速やかに委託契約書

及び覚書等の写しを提出することとし、情報の提供が決定された場合には、当該写しの提出を確

認した後に情報の提供を行うこととする。 

　７�　提供の申出に係る調査研究の目的が「がんに係る調査研究（法第21条第８項及び第９項に係る調

査研究をいう。）」のための場合は、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　　⑴　研究計画書等、調査研究の内容等が分かる書類。 

　　⑵　倫理審査委員会等の結果あるいは進捗状況が分かる書類。 

　　⑶�　提供依頼申出者が法第21条第８項に該当する場合、がんに係る調査研究であってがん医療の質

の向上等に資するものの実績を２以上有することを証明する書類。 

　８　提供依頼申出者が調査研究の一部を委託する場合は、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　　⑴　委託に係る契約書等の写し。 

　　⑵　前号のほか、秘密保護に係る覚書等を取り交わしている場合は当該覚書等の写し。 

　　⑶�　前号に該当する場合であって、契約締結前である等の事情で委託契約書及び覚書等の写しが添

付できないときは、委託契約締結前における申告書（様式第６−２号）を提出することで委託契

約書及び覚書等に代えることができるものとする。この場合、契約締結後に速やかに委託契約書

及び覚書等の写しを提出することとし、情報の提供が決定された場合には、当該写しの提出を確

認した後に情報の提供を行うこととする。 

　９�　がんに係る調査研究を行う者が神奈川県がん情報の提供を受ける場合、生存者について、次に掲

げる書類を添付するものとする。 

　　⑴�　当該がんに罹患した者から神奈川県がん情報が提供されることについて書面等の形式で適切に

同意を得ていることが分かる書類。 

　　⑵�　小児がん患者等の代諾者からの同意の取得が必要な場合は、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成26年文部科学省・厚生労働省告示第３号）の「第５章第13 代諾者等からイ

ンフォームド・コンセントを受ける場合の手続き等」に準じることとし、その旨が分かる書類。 

　10�　前項のうち、申出に係る調査研究が、法の施行日（平成28年１月１日）前に当該調査研究の実施

計画において調査研究の対象とされる者の範囲が定められたものであり、その規模等の事情を勘案

して、法の施行日後に対象とされている者の同意を得ることが当該調査研究の円滑な遂行に支障を

及ぼすものとして同意代替措置が講じられているものについては、前項に規定する書類に代えて、

次に掲げる書類を添付するものとする。 

　　⑴�　法の施行日前からがんに係る調査研究の対象とされている者が５千人以上である場合、その旨

を証明する書類。 

　　⑵�　がんに係る調査研究を行う者が、法の施行日前からがんに係る調査研究の対象とされている者

と連絡を取ることが困難であることにより、同意を得ることが当該調査研究の円滑な遂行に支障

を及ぼすことについて厚生労働大臣の認定を受けている場合、当該認定を証明する書類。 

　　⑶�　がんに係る調査研究を行う者が、調査研究の対象とされている者の同意を得ることにより当該

調査研究の結果に影響を与え、当該調査研究の円滑な遂行に支障を及ぼすことについて厚生労働

大臣の認定を受けている場合、当該認定を証明する書類。 

　　⑷�　前２号に規定する厚生労働大臣の認定を受けようとするときは、提供依頼申出者は、申出文書

（様式第２−３号）に併せて厚生労働大臣への進達依頼書（様式第７−１号）、同意代替措置認定

申請書（様式第７−２号）及び実施計画等が分かる書類を提出するものとする。この場合、窓口

組織は受理した申請書等を厚生労働省に送付し、当該調査研究が厚生労働大臣の認定を受けた後

に審議会等に諮ることとする。 
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（申出文書等の形式点検） 

第�10　窓口組織は、提供依頼申出者から申出文書その他必要な添付書類等を受領した場合、形式点検

チェックリスト（様式第８号）により形式点検を行うものとする。形式点検において疑義が生じた場

合、提供依頼申出者に対して資料の追加、修正、説明を求め、疑義が解消されるまでは受領した時点

に関わらず手続きを保留状態とする。 

 

（審議会等による申出文書等の審査） 

第�11　本要綱第10の規定に基づく形式点検において申出文書等が点検内容に適合した場合は、審議会等

において審査報告書（様式第９号）により審査を行い、知事は次に掲げる決定について審議会等の意

見を聴くものとする。ただし、法第20条に基づく病院等への提供に該当する申出の場合は、必要に応

じて審議会等の意見を聴くこととし、審議会等での審査は必須とはしないこととする。 

 

（申出文書等の記載事項の変更） 

第�12　提供依頼申出者は、申出文書等の記載事項に変更が生じた場合、変更後の内容を記載した申出文

書等を改めて窓口組織に提出するものとする。 

　２�　窓口組織は、前項の提出があった場合、必要に応じて審議会等に意見を聴くこととする。ただし、

利用規約の「７．申出文書等の変更」に例示する①、②及び⑦に該当する形式的な変更（提供依頼

申出者及び利用者の人事異動等に伴う組織（所属）名・役職名・氏名・担当者名・連絡先の変更等）

であって、窓口組織に対し当該変更が生じる旨の連絡を電子メールその他の適切な方法により行い、

変更の応諾を受けている場合については、この限りではない。 

　３　窓口組織は、これらの変更について適正に管理を行うものとする。 

 

（審査結果の通知） 

第�13　知事は、審議会等による審議の結果、申出を応諾とした場合は応諾通知書（様式第10号）、申出

を不応諾とした場合は不応諾通知書（様式第11号）により、速やかに提供依頼申出者に対して審査結

果の通知を行う。なお、不応諾の場合、申出時に受領した電子媒体（本要綱第９第３項）を併せて返

却する。 

　２�　審議会等による審議において申出事項を変更し、または条件を付して提供を決定（応諾）した場

合には、その事項も併せて通知する。提供依頼申出者が当該変更または条件下による利用に従わな

い場合、不応諾として取り扱うこととする。 

　３�　審議会等による審議において保留となった場合、その旨を提供依頼申出者に連絡し、資料等の追

加、修正等を受けた場合は次回の審議会等で再審査を行うこととする。提供依頼申出者が資料の追

加、修正等を行わない旨を表明した場合、不応諾として取り扱うこととする。 

　４�　前３項の規定に関わらず、知事は、法第20条に該当する申出（本要綱第11ただし書きに該当する

場合を除く。）については、申出文書等を受理後、速やかに提供依頼申出者に対して審査結果の通

知を行う。 

 

（手数料の徴収） 

第�14　知事は、法第21条第８項または第９項に該当する者に対する応諾の通知を行った場合、「神奈川

県がん情報等の提供に係る手数料条例」（平成30年12月28日条例第95号）に基づき、提供依頼申出者

に対して情報の提供及び匿名化に要する手数料の額を通知するものとする。法に基づく事務委任を

行っている場合は、当該事務委任先に情報の提供及び匿名化に要する手数料の額を報告させ、それを

通知するものとする。 
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（情報及び定義情報等の提供） 

第�15　窓口組織は、知事が本要綱第13に規定する応諾通知を行った後、提供依頼申出者に対し、当該情

報の電子媒体転写分及び当該情報の定義情報等の提供等を行うものとする。ただし、本要綱第14の規

定に該当する場合は、提供依頼申出者から手数料の納付が確認された後に、提供依頼申出者への送付

を行うこととする。 

　２�　神奈川県がん情報の提供に該当する申出の場合は、提供依頼申出者から、神奈川県がん情報との

照合のため、当該がんに係る調査研究を行う者が保有する情報の提供を受けた後の照合作業につい

ても、実施するものとする。この場合、前項ただし書きを準用することとする。 

　３�　前２項の規定に関し、法に基づく事務委任を行っている場合は、当該提供等に係る作業を当該事

務委任先が行うこととし、提供依頼申出者への送付のみ窓口組織が行うこととする。 

 

（情報の提供手段） 

第�16　窓口組織は、県版安全管理措置マニュアルを踏まえ、個人情報の保護に留意して情報の提供を行

うものとする。 

　２�　窓口組織は、利用者に対し、法第25条から第34条まで及び法第52条から第60条までの規定により、

情報の保護等に関する制限及び義務が課せられること及び罰則が適用されることを説明するものと

する。 

 

（調査研究成果の公表前の確認） 

第�17　知事は、利用者に対し、法第36条に基づき公表予定の内容について公表前に窓口組織に報告させ

るものとする。利用者は、利用規約の「12．成果の公表」の⑵に従って窓口組織に報告するものとする。 

　２�　窓口組織は、前項の報告があった場合、主に次に掲げる点について確認し、必要に応じて審議会

等の意見を聴き、知事は、審議会等の意見を踏まえて、その成果により識別または推定することの

できるがんに罹患した者または第三者の権利利益を不当に侵害するおそれのないよう、利用者に対

して法第37条に基づく必要な助言を行うものとする。 

　　⑴　提供を応諾された調査研究目的以外での利用が認められないこと。 

　　⑵　特定の個人を識別しうる結果が含まれていないこと。 

　　⑶　特定の個人を識別、推定しうる結果が含まれる場合、秘匿化等の必要な加工がされていること。 

 

（利用期間中の対応） 

第�18　知事は、情報の秘密の保護の徹底を図る観点から利用状況について疑義が生じた場合は、法第36

条に基づき、利用者から情報の取扱いに関し報告させるものとする。 

　２�　知事は、前項の報告により問題が解決しないと認めた場合は、法第37条に基づき、情報の取扱い

に関し必要な助言を行うものとする。 

　３　知事は、前項の助言を行うために、適切な監査手順に基づいた監査等を行うものとする。 

 

（勧告及び命令） 

第�19　知事は、本要綱第17第２項または本要綱第18第２項に規定する助言を行ってもなお利用者による

利用が法の規定に反すると認めた場合は、法第37条各項に従って勧告及び命令を行うものとする。 

 

（情報の利用期間終了後の処置） 

第�20　利用者は、提供を受けた情報から生成されるもののうち、申出書類に添付した集計様式または統

計分析の最終結果以外のものについて、提供を受けた情報の定義情報等について紙媒体等書面で残し

ているものは溶解等によって、また電子計算機等に記録が残っているものは電子媒体から速やかに消

去あるいは電子媒体自体の粉砕等によって、できる限り復元困難な状態にするとともに、これらの利
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用後の処置について廃棄処置報告書（様式第12号）により、情報の提供を受けた窓口組織に報告する

ものとする。 

　２�　知事は、利用期間終了後の処置についても確実に廃棄が実施されているかについて疑義が生じた

場合は、利用者から情報の取扱いに関する報告等により確認するものとする。 

　３�　知事は、前項の報告により問題が解決しないと認めた場合は、法第37条に基づき、情報の取扱い

に関し必要な助言を行うものとする。 

　４　知事は、前項の助言を行うために、適切な監査手順に基づいた監査等を行うものとする。 

 

（利用実績の報告） 

第�21　利用者は、申出文書に記載した利用期間（情報の提供を受けた日から、成果の公表を行う場合は

申出文書に記載した成果の公表がすべて終了する日、成果の公表を行わない場合は申出文書に記載し

た当該情報の利用を終了する日）の終了後３ヶ月以内に、提供を受けた情報の利用実績について実績

報告書（様式第13号）により報告を行うものとする。 

 

（不適切利用への対応） 

第�22　利用者は、法の規定により提供を受けた情報の管理、利用及び提供、保有、秘密保持義務等につ

いて、不適切な行為を行った場合には、法第25条から第34条まで及び法第52条から第60条までに規定

される罰則が適用されるものとする。 

 

（提供状況の厚生労働大臣への報告） 

第�23　知事は、法第42条に基づき、厚生労働大臣の求めに応じ、法第２章第３節の規定による情報の提

供の施行状況について報告を行うものとする。 

 

（知事による情報の利用） 

第�24　知事は、法第18条第１項に基づき、がん対策の企画立案または実施に必要ながんに係る調査研究

のため、神奈川県がん情報等を自ら利用する場合は、本要綱の各規定に準じて申出文書を作成し、審

議会等の意見を聴くものとする。 

 

（法施行前の情報に係る取扱い） 

第�25　知事は、法第22条第１項第１号に規定される情報の利用及び提供等について、本要綱各規定を準

用し取り扱うこととする。 

 

（その他） 

第�26　この要綱に定めるもののほか、全国がん登録に係る神奈川県がん情報提供事務に関して必要な事

項は、別に定めることとする。 

 

附　則 

　この要綱は、平成31年１月１日から施行する。 
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⑻　神奈川県がん登録　がん情報管理要領

（目的）

第�１条　この要領は、地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンター（以下、「神奈川

県立がんセンター」という。）が、がん登録等の推進に関する法律第24条第１項、第28条第５項、第

29条第６項及び同法施行令第８条の規定に基づき、神奈川県知事から地方独立行政法人神奈川県立病

院機構理事長に全国がん登録に係る権限及び事務の一部が委任されたこと等を受け、全国がん登録及

び神奈川県悪性新生物登録事業（以下、「地域がん登録」という。）に関する事務又は業務を実施する

に当たり、がん登録情報の管理等に関する基本事項を定めることにより、がん罹患等の秘密を守るこ

とを目的とする。

（管理責任者）

第�２条　管理責任者は、がん登録に関する事務又は業務における情報の保護及び安全管理を監督すると

ともに、必要に応じてこれを向上させるための対策を講じることを責務とし、神奈川県立がんセンター

病院長が指定する。

（がん登録に関する事務又は業務に従事する者の義務）

第�３条　がん登録に関する事務又は業務に従事する者（以下、「がん登録従事者」という。）は、業務上

知り得た個人及び病院等に関する情報を他人に漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様

とする。なお、がん登録従事者は、秘密遵守に係る誓約書（第１号様式）を神奈川県立がんセンター

病院長に提出するものとする。

（患者等への接触禁止）

第４条　がん登録従事者は、登録業務に関連して、患者あるいはその家族と接触してはならない。

（情報の取得と移送）

第�５条　取得する情報は、がん登録等の推進に関する法律第６条、第10条第２項、第13条、第14条、第

16条及び第21条第８項、または健康増進法第16条、神奈川県がん克服条例第６条第２項及び神奈川県

悪性新生物登録事業実施要綱に基づき、がん登録に関する事務又は業務を実施するために定められた

範囲とする。

　２�　病院等は届出票を、神奈川県立がんセンター臨床研究所がん予防・情報学部内のセキュリティエ

リア（以下、「登録室」という。）へ安全な方法を用いて提出することとする。登録室は受領の都度、

「登録室　郵便物等受領簿」（第２号様式）に記入し、当該病院等に対し、受領書（第３号様式）を

返送するものとする。

　３�　医療機関、市区町村、他都道府県のがん登録室間、神奈川県保健福祉局保健医療部がん・疾病対

策課間の個人情報の移送には、定められた手順に基づき安全を考慮し記録が残る方法を用いるとと

もに、原則として２名以上で担当する。

（がん登録情報の管理）

第６条　登録室の管理体制は以下のとおりとする。

　⑴　管理責任者は、がん登録従事者をあらかじめ指定し、その担当作業を指示する。
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　⑵　管理責任者の指名により、がん登録従事者のうちから登録室責任者及び各作業責任者を１人置く。

　⑶　登録室責任者は、登録室の保持、安全の確保に必要な措置を講じるものとする。

　２　登録室の入室及び退室の管理については以下のとおりとする。

　⑴　がん登録従事者は、作業等を行わないときは登録室の出入口及び窓を施錠しておくこととする。

　⑵　登録室にはがん登録従事者以外の立入りを原則として禁止する。

　⑶�　がん登録従事者以外の者が登録室に立ち入る場合は、「登録室　入退室管理簿」（第４号様式）に

必要事項を記載し、「守秘義務誓約書」（第５号様式）を提出した上で、管理責任者・登録室責任者・

作業責任者（以下、これらの者を「責任者」という。）の承認を受け、がん登録従事者の立会いの

もと立ち入ることとする。

　⑷�　登録室を最後に退出する者は、登録に関する資料をすべてキャビネット等に保管し、施錠の上、

登録室出入口及び窓を施錠し、その確認等の措置を講じるものとする。

（書類等の管理）

第�７条　作業責任者による、届出票、遡り調査票、住所異動確認調査票、死亡小票及び住民票（以下、

これらをまとめ「登録票類」という。）の管理については、以下のとおりとする。

　⑴�　登録室が受領した電子媒体に記録された登録票類等の情報は、作業中の事故又は故障に備えて、

作業前に別の電子媒体に複写し、施錠したキャビネットに保管する。保管に当たっては、「登録室

データ管理簿」（第６号様式）に必要な事項を記載し、随時点検を行う。

　⑵　電子媒体に入力した登録票類の情報は、不要になった時点で直ちに消去又は物理的破壊する。

　２　コンピュータからの出力帳票の管理については以下のとおりとする。

　⑴�　登録作業のためコンピュータから作成した出力帳票（以下、「出力帳票」という。）は、施錠した

キャビネットに保管する。

　⑵　不要となった出力帳票は、裁断又は溶解により廃棄する。

　３　紙媒体の情報の管理については以下のとおりとする。

　⑴　紙媒体の登録票類の情報は、施錠したキャビネットに保管する。

　⑵　不要となった紙媒体の登録票類は、裁断又は溶解により廃棄する。

　４�　システム仕様書、操作手順書、プログラム説明書等の書類は、登録室内のキャビネットに保管す

る。保管に当たっては、「登録室　手順書等管理簿」（第７号様式）に必要事項を記載する。

（届出内容に関する病院等への照会）

第�８条　がん登録従事者が、登録作業を行うに当たり、届出対象情報に関して、届出票を提出した病院

等（以下「届出病院等」という。）への問合せが必要な場合は、届出病院等の医師又はがん登録担当者（以

下、「届出医等」という。）に対し、原則として、文書により照会するものとする。電話により照会す

る場合は「全国がん登録における個人情報保護のための安全管理措置マニュアル」に従い、通話の相

手が届出医等であることを必ず確認した後に行うものとする。

　２�　届出医等の退職等の事由により、連絡不能な場合は、前項と同様の方法により届出病院等の責任

者に対し照会するものとする。

（コンピュータの端末機操作）

第�９条　がん登録従事者は、各自に設定されたパスワードを入力の上、がん登録データベースシステム

及びその他のコンピュータの端末機（以下「端末」という。）による操作を行う。
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（届出病院等への誤配通知）

第�10条　管理責任者は、神奈川県外に所在する病院等からの届出票を受領した場合においては、届出票

を消去又は破棄するとともに、当該病院等に通知し、適切な再送付を促すものとする。

（がん登録情報の利用及び提供について）

第11条　がん登録情報や統計資料の利用及び提供については、別に定めるものとする。

（その他）

第�12条　この規定に定めるものの他、がん登録情報の管理に関して必要な事項は、別に定めるものとす

る。

　　　　附　則

　　この要領は、平成29年10月１日から施行する。

　　この要領は、平成30年３月１日から施行する。
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２．神奈川県悪性新生物登録事業の経過
　①�　昭和45年「神奈川県悪性新生物実態調査」を、厚生省がん研究助成金「人がんの疫学的研究」班（平

山班）の援助を受け、神奈川県医師会と神奈川県立成人病センターが共同で、県下医療機関を対象

に開始した。

　②�　昭和48年　神奈川県のがん対策の一環として県が同実態調査の実施主体となり、神奈川県医師会

及び神奈川県立成人病センターに委託した。またEDPS化にふみきった。

　③　昭和52年４月　同実態調査を「神奈川県悪性新生物登録事業」に変更した。

　④�　昭和56年４月　同事業の実施主体は神奈川県衛生部、実施機関が神奈川県立成人病センターとな

り、神奈川県医師会が悪性新生物の登録票の届出に関することを県衛生部の委託を受けて実施する

ことになった。

　⑤�　昭和61年４月　実施機関が、神奈川県立成人病センターの機構改革及び名称変更により、神奈川

県立がんセンターになった。また同センター地域保健課にパーソナルコンピュータを設置し、神奈

川県立保健教育センターのコンピュータとオンラインで結び、一層の情報の秘密保持、作業の省力

化、効率化を図った。

　⑥�　昭和63年４月　「神奈川県悪性新生物登録事業実施要領」を改正するとともに、個人情報の保護

のために「神奈川県悪性新生物登録事業の業務処理及び利用に関する規定」を設けた。

　⑦�　平成６年４月神奈川県立がんセンター内にオフコンを導入することが可能となり、独立した処理

により効率化がはかられた。

　⑧�　平成８年４月悪性新生物登録事業の業務処理が地域保健課より企画調査室へ変更となった。

　⑨�　平成９年４月国際疾病分類ICD第10回修正により診断名及び死亡原因をICD-10の分類コードへ変

換した。港北区、緑区が港北区、緑区、都筑区、青葉区の４区へ再編成されたことに伴い住所コー

ドの変更があり新コードを追加した。

　⑩�　平成13年４月「神奈川県悪性新生物登録事業実施要領」を「神奈川県悪性新生物登録事業実施要

綱」に変更し、この事業の推進や運営に向けて「悪性新生物登録事業推進委員会設置要領」を設けた。

　⑪�　平成16年７月よりオフコンからパソコンへシステム変更し、55万件のデータをパソコンへ移行し

新プログラムを作成した。

　⑫　平成17年４月悪性新生物登録事業の業務処理が企画調査室より臨床研究所へ変更となった。

　⑬�　平成22年４月相模原市政令指定都市移行に伴い、津久井郡、相模湖町、藤野町が相模原市へ合併

し緑区、中央区、南区となり住所コードを移行した。

　⑭　平成24年４月より住民基本台帳ネットワークシステムが使用できるようになった。

　⑮�　平成28年１月１日付けで「がん登録等の推進に関する法律」に基づき、全国がん登録に係る知事

の権限及び事務の一部について、神奈川県立病院機構に委任した。
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図１−１　神奈川県悪性新生物登録システム

図１−２　全国がん登録システム（平成28年以降）

３．神奈川県悪性新生物登録システム（平成27年度まで）
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図２−１　悪性新生物登録票

図２−２　全国がん登録届出票

領或

領或
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４．平成29年度神奈川県悪性新生物登録事業実施状況
　⑴　情報の収集

　　ア．悪性新生物登録票

　　　�　本県においては、悪性新生物登録票の配布・届出の依頼は神奈川県が行い、医療機関からの登

録（届出）は、登録室である神奈川県立がんセンター臨床研究所に届けられる。

　　　�　従来、自主的に届出が出来ない医療機関には、登録室員が出向き、所定の登録票に必要事項の

み転記する「出張採録」を行っていたが、自主的な届出のある医療機関が多くなってきたため、

出張採録は平成24年度で終了となった。

　　　　平成29年度り患に係わる登録受理件数は、次のとおりである。（平成30年３月）

　　　　　　　登録票	 87,977件

　　　　　　　全国がん登録	 92,301件

　　　�　昭和45年度から平成29年度までの届出（協力登録・出張採録を含む）状況は、表１のとおりで

ある。昭和45年度の届出件数5,253件を１とすると、平成29年度は16.7倍である。

　　イ．死亡票

　　　�　死亡票は、厚生労働省の承認を得て、県下各保健所において作成した人口動態調査死亡小票を

採録した。

　　　�　平成28年の死亡者に係わる死亡票採録数は、77,361件（うち悪性新生物の記載のある死亡票採

録件数は25,881件）であった（表２）。

表１　届出件数（協力登録・出張採録を含む）
年　度　別 件　　数 比　　率
昭和45年

46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

平成元年
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

5,253
6,730

8,523

6,031
5,210
8,079
7,229
9,688

14,916
11,196
11,896
10,952
11,009
10,179
12,505
12,352
12,370
15,336
12,616
15,158
16,609
17,164
17,697
18,058
19,314
19,815
23,358
22,675
26,194
29,721
28,278
32,122
34,156
28,327
31,784
44,398
37,206
31,714
49,030
57,762
70,893
70,161
78,665
71,919
79,583
81,152
87,977

1.00
1.28

1.62

1.15
0.99
1.53
1.37
1.84
2.84
2.13
2.26
2.08
2.10
1.94
2.38
2.35
2.36
2.92
2.40
2.89
3.16
3.27
3.37
3.43
3.68
3.77
4.45
4.32
5.00
5.66
5.38
6.11
6.50
5.39
6.05
8.45
7.08
6.04
9.33

11.00
13.50
13.36
14.98
13.70
15.15
15.44
16.74

表２　死亡票採録件数
年次別 総死亡数 悪性死亡採録件数 比率

昭和45年
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

平成元年
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28

49年より採録
27,397
27,319
27,239
27,313
28,412
28,211
29,919
30,409
30,526
32,335
32,892
33,809
34,084
34,792
37,030
36,911
39,543
40,422
42,077
43,750
44,387
46,507
45,884
47,483
49,462
51,440
50,539
51,893
53,300
54,738
55,425
58,801
58,898
61,093
63,771
63,745
67,760
70,946
71,966
72,970
74,387
75,762
77,361

  5,106
  5,199
  5,619
  5,647
  6,049
  6,156
  6,472
  6,754
  7,185
  7,520
  8,071
  8,309
  8,503
  9,024
  9,757
10,027
10,374
11,068
11,434
11,844
12,732
13,180
13,722
14,437
14,615
15,896
16,061
16,555
17,389
17,724
18,086
18,471
19,182
19,456
19,663
20,746
20,387
21,090
22,567
22,348
23,418
24,427
24,566
24,629
25,311
24,818
25,881

1.00
1.01
1.10
1.11
1.18
1.21
1.27
1.32
1.41
1.47
1.58
1.63
1.67
1.77
1.91
1.96
2.03
2.17
2.24
2.32
2.49
2.58
2.69
2.82
2.86
3.11
3.15
3.24
3.41
3.47
3.54
3.62
3.76
3.81
3.85
4.06
3.99
4.13
4.42
4.38
4.59
4.78
4.81
4.82
4.96
4.86
5.07

}

（暦年での集計）
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　⑵　入力

　　�　平成29年度の入力件数は93,708件、で昭和53年度を１とすると6.6倍である。平成30年12月末現在

の総マスター件数は1,305,411件である（表３）。

表３　入力および照合作業

年度別 入力件数 照合ペア数 修正件数 年度別 入力件数 照合ペア数 修正件数
昭和53年

54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

平成元年
2
3
4
5
6
7
8
9

14,159
21,400
26,523
21,219
22,539
24,330
22,044
24,567
24,746
21,168
20,848
23,601
22,560
24,318
27,500
28,027
30,968
32,019
32,955
35,447

    7,164
  13,493
  18,541
  21,171
  29,159
  23,006
  29,183
  26,173
  28,188
  31,798
  34,142
  34,448
  34,072
  35,476
  36,542
  37,442
  39,571
  41,295
  42,992
  45,737

  5,339
  7,948
13,656
13,981
17,726
17,723
18,041
18,084
16,182
16,328
18,848
19,244
18,522
19,638
21,860
22,953
23,805
25,309
27,094
31,348

平成10年
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

  40,317
  43,356
  45,730
  42,710
  45,864
  41,252
  47,236
  48,861
  53,159
  57,373
  58,537
  61,442
  63,732
  66,745
  73,169
  75,586
  91,995
103,626
142,913
  93,708

  49,428
  52,505
  58,510
  61,369
  67,265
  64,511
  59,363
  60,644
  65,511
  68,120
  67,169
  74,342
  77,488
  84,414
  88,752
  97,360
127,200
134,760
196,654
186,833

34,360
38,882
42,974
38,052
42,394
44,047
43,776
44,237
45,492
48,766
54,180
58,436
57,122
58,132
56,186
60,200
66,789
74,880
80,815
94,404

総マスター件数1,305,411件（平成30年12月末現在）

図３　悪性新生物登録電算システム図

　⑶　電算システム

　　�　入力件数について一次ファイル、集約ファイル、人口動態テープ等、３ステップの照合を行う。

これらの作業には、類似リストの打出し、登録票による同一人物の確認をして、データの集約及び

修正の作業を行う。
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　⑷　予後調査

　　�　平成24年に悪性新生物登録電算システムの登録データを住民基本台帳ネットワークシステム（以

下住基ネット）と照合するために、生存確認調査の照合機能のプログラムを開発した。

　　�　平成29年度は、平成23年に診断された、り患者で死亡情報のない28,148人を住基ネットと照合し

た。

　　�　予後調査対象の28,148人の生年月日・かな氏名・漢字氏名・住所を用いて、住基ネットと３回照

合することで、26,032人が生存し、634人が死亡していることが確認できた。住基ネットとの照合

で約95％の予後調査が可能であることがわかった。住基ネットで照合できない4,044人は公用によ

る住民票照会を実施し、81人の死亡が確認でき、889人が県外へ転出していた。県外転出者889人を

県外の市区町村386箇所へ公用による住民票照会を実施し、169人の死亡が確認できた。

　　　住基ネットとの照合と住民票公用請求の実施により約96％の予後が判明した。

　⑸　住民基本台帳ネットワークシステムと地域がん登録マスターデータとの一括照合

　　�　昭和45年に始まった神奈川県の地域がん登録125万件には、転帰を確認できない100歳以上が多数

生存しているため、例年実施している５年生存率算定のための予後調査に加え、地域がん登録マス

ターデータと住基ネットとの一括照合を試みた。

　　�　死亡情報のない252,865件について、全8回に渡り照合した結果、203,006件一致（80.3％）した。

マスターデータの８割に正確な予後情報が追加されたことで、がん登録の情報をより充実させるこ

とができた。

　⑹　全国がん登録の登録状況

　　�　平成28年１月１日より「がん登録等の推進に関する法律（平成25年法律第111号）」に基づき、国

立がん研究センターにおいて「全国がん登録」が開始され、神奈川県立がんセンターは神奈川県知

事より全国がん登録に関する業務を委任されている。

　　�　全国がん登録では全ての病院が、原発性のがんの罹患情報の届出義務を負う。平成29年度は407

の届出医療機関（病院343、診療所64）より92,301件の届出があった。

　⑺　地域がん登録の継続について

　　�　神奈川県ではこれまで蓄積されたデータの継続性を鑑み、全国がん登録の項目に加え、病期「T, 

N, M, ステージ」の情報を収集することとなった。また、人口動態死亡小票についても引き続き厚

生労働省の承認を得て県下各保健所において作成した人口動態死亡小票を採録した。

　⑻　がん登録における個人情報保護のための安全管理措置マニュアルの策定

　　�　「全国がん登録における個人情報保護のための安全管理マニュアル第１版」に則り、がん登録情

報の管理等に関する基本事項を定めた「がん登録における個人情報保護のための安全管理措置マ

ニュアル」をがん・疾病対策課との協議により策定した。

　⑼　がん登録人材養成講座（神奈川県健康医療局保健医療部　がん・疾病対策課主催）

　　開催日時　平成30年２月27日㈫　14：30−16：00

　　開催場所　神奈川県総合医療会館7階大講堂
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　　内　　容　①平成29年度悪性新生物登録事業のり患報告

　　　　　　　　　神奈川県立がんセンター臨床研究所　がん予防・情報学部

　　　　　　　　　部長　　　成松　宏人

　　　　　　　②全国がん登録の進捗状況及び届出の実際について

　　　　　　　　　神奈川県立がんセンター臨床研究所　がん予防・情報学部

　　　　　　　　　主任主事　今井　香織

　　参 加 者　　196名（155医療機関）

　　※例年開催していた神奈川県悪性新生物登録事業研究会は本講座と統合することとなった。

　⑽　資料の利用について

　　�　がん登録の資料は適切な利用がなされることが重要であるが、個人情報保護の点から特段の配慮

が求められる。本県においては、昭和63年４月「神奈川県悪性新生物登録資料の利用に関する規定」

を設け、これより資料の利用手続きを規定した。

　　�　平成29年度は17件の研究的利用申請があり、許可となった。届出医療機関からの予後調査の依頼

は10件であった。

　⑾　悪性新生物登録事業年報（第41報）の合併号としての作成

　　�　平成28年より開始された全国がん登録は集計対象の罹患年を１年遅れとしており、地域がん登録

とは２年遅れでの集計であったため、平成25・26年の合併号とし集計対象の罹患年を揃えることと

なった。
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表４　神奈川県悪性新生物登録事業研究会／平成29年度より人材養成講座と統合

実施年度 参加人員 題　　　　　　名 所　　　　　　　属 講　師

平成元年

２年

３年

４年

５年

６年

７年

８年

９年

10年

11年

12年

13年

14年

15年

17年

18年

19年

20年

21年

22年

23年

24年

25年

26年

27年

28年

29年

45人

48人

60人

63人

73人

82人

53人

55人

60人

58人

51人

50人

57人

61人

61人

85人

81人

93人

95人

91人

109人

126人

143人

177人

143人

137人

196人

国のがん対策と地域がん登録

消化管の癌をめぐるトピックス

がん登録とその利用
〈胃集検の評価を例として〉

地域がん登録の意義とその活用

病院内患者登録と地域がん登録

広島チェルノブイリのがんと地域がん登録

地域がん登録と組織登録

地域がん登録と21世紀へ向けてのがん対策

診療録管理と地域がん登録

地域がん登録の役割とわが国のがん対策

最近の疫学的知見からがん対策を考える

がん検診の評価と地域がん登録

がんの部位別全国登録と地域がん登録

放射線疫学調査と地域がん登録

地域がん診療拠点病院に期待されるもの

がん登録の必要性と院内がん登録の実際

がん対策と地域がん登録の標準化

院内がん登録の充実と地域がん登録
との連携

アジアのがん登録の動向

地域がん登録の標準化と今後

東日本大震災のため中止

群馬県における地域がん登録の精度向上
の取り組みとがん対策推進条例

がん登録の実態把握からがん対策への活用
－大阪府の事例を含めて－

地域がん登録資料などの既存資料を活用
したがん対策の企画と評価

がん登録等の推進に関する法律の施行に向けて
神奈川県の準備状況と今後の予定

全国がん登録が開始されると何が変わるのか

がん診療の品質向上と均てん化に向けて

全国がん登録の進捗状況及び届出の実際につ
いて

国立がんセンター

㈶癌研究会・癌研究部病理部

新潟県立がんセンター新潟病院

名古屋市立大学医学部
公衆衛生学教室

福井県立病院名誉院長

㈶広島放射線影響研究所
病理疫学部長

長崎大学医学部
病理学第一教室教授

地域がん登録全国協議会事務局長

仙台大学体育学部教授
診療録管理士協会会長

大阪府立成人病センター調査部部長

東海大学医学部地域環境保健学教授

山形県立成人病センター
企画調査部副部長

国立がんセンター中央病院
薬物療法部長

放射線影響協会放射線
疫学調査センター長

国立がんセンターがん予防・検診研究センター
情報研究部　発生情報研究室室長

国立がんセンターがん予防・検診研究センター
情報研究部　がんサーベイランス解析室長

国立がんセンターがん対策情報センター
がん情報・統計部部長

国立がんセンターがん対策情報センター
がん情報・統計部院内がん登録室長

愛知県がんセンター疫学・予防部長

国立がんセンターがん対策情報センター
がん情報・統計部　地域がん登録室長

群馬県立がんセンター副院長

大阪府立成人病センター
がん予防情報センター長

大阪府立成人病センター
がん予防情報センター企画調査課参事

神奈川県保健福祉局保健医療部がん対策課
神奈川県立がんセンター臨床研究所

神奈川県立がんセンター臨床研究所
がん予防・情報学部部長

大阪府立成人病センター
がん予防情報センター企画調査課

神奈川県立がんセンター臨床研究所
がん予防・情報学部

渡　辺　　　昌

加　藤　　　洋

佐々木　寿　英

徳　留　信　寛

山　崎　　　信

馬　淵　晴　彦

池　田　高　良

花　井　　　彩

高　野　　　昭
奥　野　ヨ　シ

大　島　　　明

岡　崎　　　勲

松　田　　　徹

児　玉　哲　郎

村　田　　　紀

金　子　　　聰

西　本　　　寛

祖父江　友　孝

西　本　　　寛

田　中　英　夫

味　木　和喜子

猿　木　信　裕

津　熊　秀　明

井　岡　亜希子

矢　野　紘　一
夏　井　佐代子

成　松　宏　人

森　島　敏　隆

今　井　香　織
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５．報告書一覧
神奈川県悪性新生物登録事業報告書（第１報）（昭和45年、46年資料の解析）（昭和50年10月）

神奈川県悪性新生物登録事業報告書（第２報）（昭和47年、48年資料の解析）（昭和53年４月）

神奈川県悪性新生物登録事業報告書（第３報）－年次別市区町村り患数－（昭和55年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業報告書（第４報）－�悪性新生物り患の観察－（昭和45 ～ 49年資料の解析）

（昭和56年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業報告書（第５報）－�神奈川県悪性新生物登録コンピュータシステム－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和55年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第６報）－神奈川県のがん－（昭和57年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第７報）－�神奈川県の地域医療のおけるがん医療－（昭和58年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第８報）－�神奈川県悪性新生物登録資料にもとづく病理組織統計－

（昭和59年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第９報）－神奈川県悪性新生物り患の経年観察（12年）（昭和60年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第10報）－神奈川のがん（1979 ～ 1982）－（昭和61年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第11報）－神奈川のがん－（昭和62年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第12報）－神奈川のがん－（昭和63年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第13報）－神奈川のがん－（平成元年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第14報）－神奈川のがん－（平成２年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第15報）－神奈川のがん－（平成３年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第16報）－神奈川のがん－（平成４年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第17報）－神奈川のがん－（平成５年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第18報）－神奈川のがん－（平成６年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第19報）－神奈川のがん－（平成７年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第20報）－神奈川のがん－（平成８年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第21報）－神奈川のがん－（平成９年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第22報）－神奈川のがん－（平成10年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第23報）－神奈川のがん－（平成11年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第24報）－神奈川のがん－（平成12年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第25報）－神奈川のがん－（平成13年11月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第26報）－神奈川のがん－（平成14年12月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第27報）－神奈川のがん－（平成15年12月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第28報）－神奈川のがん－（平成17年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第29報）－神奈川のがん－（平成18年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第30報）－神奈川のがん－（平成19年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第31報）－神奈川のがん－（平成20年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第32報）－神奈川のがん－（平成21年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第33報）－神奈川のがん－（平成22年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第34報）－神奈川のがん－（平成23年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第35報）－神奈川のがん－（平成24年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第36報）－神奈川のがん－（平成25年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第37報）－神奈川のがん－（平成26年２月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第38報）－神奈川のがん－（平成27年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第39報）－神奈川のがん－（平成28年２月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第40報）－神奈川のがん－（平成28年９月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第41報）－神奈川のがん－（平成30年３月）

神奈川県悪性新生物登録事業年報（第42報）－神奈川のがん－（平成31年３月）
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神奈川県悪性新生物登録事業年報より抜粋（第40報まで）

神奈川のがん（第12報抄録）

神奈川のがん（第13報抄録）

神奈川のがん（第14報抄録）

神奈川のがん（第15報抄録）

神奈川のがん（第16報抄録）

神奈川のがん（第17報抄録）

神奈川のがん（第18報抄録）

神奈川のがん（第19報抄録）

神奈川のがん（第20報抄録）

神奈川のがん（第21報抄録）

神奈川のがん（第22報抄録）

神奈川のがん（第23報抄録）

神奈川のがん（第24報抄録）

神奈川のがん（第25報抄録）

神奈川のがん（第26報抄録）

神奈川のがん（第27報抄録）

神奈川のがん（第28報抄録）

神奈川のがん（第29報抄録）

神奈川のがん（第30報抄録）

神奈川のがん（第31報抄録）

神奈川のがん（第32報抄録）

神奈川のがん（第33報抄録）

神奈川のがん（第34報抄録）

神奈川のがん（第35報抄録）

神奈川のがん（第36報抄録）

神奈川のがん（第37報抄録）

神奈川のがん（第38報抄録）

神奈川のがん（第39報抄録）

神奈川のがん（第40報抄録）

神奈川県と全国の経年比較、がん登録データを用いた研究の紹介

神奈川のがん（第41報抄録）

神奈川のがん（第42報抄録）



35

６．平成27年のり患算定方法

⑴　対象

　ア�．り患者　平成30年３月までに医療機関から届出されて登録した患者のうち、平成27年に初めて悪

性新生物と診断された患者。

　イ．死亡者　平成28年までの死亡票から得られた資料のうち、平成28年にがんで死亡した者。

⑵　診断年月日の決定

　�　届出によるものは、そのり患者の最も早い診断年月日を、死亡票のみによる者は、死亡年月日をもっ

て診断年月日として取り扱った。

　（注）り患算定数の対象年が３年遅れになる理由

　　�　悪性新生物の届出がり患時点より１～２年以上遅れて行われる場合が多い。そのため、３～４年

経過後に算定している。

⑶　がんの原発部位の分類

　�　国際疾病分類第10回改定（ICD-10）によって行い、病理組織型の分類は、国際疾病分類－腫瘍学

－（ICD-O）第３版（2012年改正版）を使用した。

⑷　基準人口

　�　年齢調整り患率の算定に際しては、標準人口として「Dollらの世界人口」と日本人人口（昭和60年）

（付表33）を用いた。

　死亡統計は、厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業（がん政策研究事業）全国がん登

録、院内がん登録および既存がん統計情報の活用によるがん及びがん診療動向把握に関する包括的研究

　平成28年度個別報告書「都道府県別がん死亡2015年」を用いた。

７．死亡統計
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〈法律・条例・ガイドライン一覧〉

・がん登録等の推進に関する法律

　　厚生労働省ホームページ＞政策について＞分野別の政策一覧＞健康・医療＞健康

　　　＞がん対策情報＞がん登録

　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kenkou/gan/gan_toroku.html

 

・神奈川県がん情報等の提供に係る手数料条例

　　神奈川県ホームページ＞健康・福祉・子育て＞医療＞がん対策 

　　　＞がん登録＞全国がん登録情報の利用について＞神奈川県がん情報等の提供に係る手数料条例

　　　http://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf5/ganntaisaku/know-about-gan/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ganntouroku-deta-tesuuryoujyourei.html

 

・全国がん登録情報の提供マニュアル

　　神奈川県ホームページ＞健康・福祉・子育て＞医療＞がん対策＞がん登録

　　　＞全国がん登録情報の利用について＞各種規程及び様式

　　　http://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf5/ganntaisaku/know-about-gan/documents/manyual.pdf

 

・全国がん登録における個人情報保護のための安全管理措置マニュアル

　　国立がん研究センターがん情報サービス＞全国がん登録＞都道府県向け情報

　　　＞個人情報保護のための安全管理措置

　　　https://ganjoho.jp/reg_stat/can_reg/national/prefecture/index.html
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Ⅱ．神奈川のがん（平成27年）

１．がんのり患

⑴　平成27年のがんのり患

男
胃
前立腺
結腸
肺
直腸
膀胱
食道
肝・肝内胆管
膵
口腔・咽頭
その他
合計

人数
5,174
4,928
4,568
4,503
2,349
1,752
1,449
1,426
1,311
904
5,847
34,211

女
乳房
結腸
子宮
胃
肺
直腸
膵
悪性リンパ腫
皮膚
卵巣
その他
合計

人数
6,366
3,543
2,714
2,276
2,203
1,247
1,111
769
723
677
4,701
26,330

男

34,211人

女

26,330人

乳房
24.2％

結腸
13.5％

子宮
10.3％胃

8.6％

肺
8.4％

直腸4.7％

膵4.2％

胃
15.1％

前立腺
14.4％

結腸
13.4％

肺
13.2％

直腸
6.9％

膀胱
5.1％

悪性リンパ腫
2.9％

皮膚2.7％

卵巣2.6％

食道
4.2％

肝・肝内胆管
4.2％

膵
3.8％

口腔・咽頭
2.6％

その他
17.1％

その他
17.9％

図４　悪性新生物部位別り患の比較　─平成27年─

　�　平成29年度の神奈川県悪性新生物登録事業では、概要の４．事業実施状況（28ページ）で報告して

いる登録票と平成28年の死亡票の処理を行ったほかに、平成27年の悪性新生物（以下「がん」と称す）

のり患、死亡状況についての集計・解析を行った。集計対象年が３年前の「平成27年」であるのは、

概要の６．り患算定方法の項（35ページ）で説明した理由に依っている。

　�　平成27年の本県のがんのり患者は60,541人（男34,211人、女26,330人）であった。そのうち県下の

医療機関からの届出や登録室の出張採録によって登録されたのは55,152人（91.1％）、死亡票により確

認されたものが5,389人（8.9％）であった。り患数は平成26年と比較すると1,519人（男519人、女1,000

人）の増加であった。

　�　がんの部位別割合をみると（図４）、男で最も多いのは胃で5,174人（15.1％）、次いで前立腺4,928人

（14.4％）、結腸4,568人（13.4％）、肺4,503人（13.2％）、直腸2,349人（6.9％）、膀胱1,752人（5.1％）、食道1,449

人（4.2％）、肝・肝内胆管1,426人（4.2％）、膵1,311人（3.8％）、口腔・咽頭904人（2.6％）、その他5,847

人（17.1％）の順であった。女で最も多かったのは乳房6,366人（24.2％）、次いで結腸3,543人（13.5％）、

子宮2,714人（10.3％）、胃2,276人（8.6％）、肺2,203人（8.4％）、直腸1,247人（4.7％）、膵1,111人（4.2％）、
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表５　主要部位・性別・り患数およびり患の割合と性比

悪性リンパ腫769人（2.9％）、皮膚723人（2.7％）、卵巣677人（2.6％）、その他4,701人（17.9％）の順であった。

平成26年のり患割合と比較すると、男では前立腺、結腸、直腸、膵の割合が、女では乳房、結腸、子

宮、肺、皮膚の割合が増加し、男の肺、膀胱、口腔・咽頭、食道、女の直腸、胃、悪性リンパ腫、卵

巣は減少している。

　�　人口10万人当りの粗り患率は男757.6、女581.0で、平成26年は男746.8、女560.4で男女共高くなって

いた。また、年齢調整り患率（標準人口は世界人口－付表33－を用いた）は男301.6、女258.4で、平

成26年は男302.4、女251.2で女は上昇していた。主要部位別のり患数、粗り患率、年齢調整り患率は（付

表１、２、３）に掲載した。

⑵　主要部位別り患割合

　�　わが国のがんの死亡を人口動態統計で観察すると、胃がんや肺がんの死亡が多いことが特徴である。

がんのり患についても地域がん登録で観察するかぎり、胃がんや肺がん、結腸がん、乳がんのり患が

多いことが観察されている。しかし、経年的にがんの死亡やり患を部位別に細かく観察すると、性別、

年齢別に少しずつ変化していることがわかる。

　�　表５は、平成26−27年（２年間）と10年前の平成16−17年（２年間）の主要部位別、性別のり患数、

り患割合、性比を比較したものである。平成26−27年の男のり患数は68,008人、女のり患数は51,761

人であり、10年前の平成16−17年の男のり患数は44,032人、女のり患数は29,861人で、男女ともり患

数の増加がみられる。

　�　図５より、部位別の構成割合をみると、男は胃が17.5％から15.1％へ、肝・肝内胆管が7.4％が4.2％へ、

女は胃が11.8％から8.7％へと大きく減少している。また、肝・肝内胆管も男同様に女では4.9％から2.6％
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図５　がんの部位別り患割合の比較
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へと減少している。胃、肝・肝内胆管の部位とは逆に、男では結腸や前立腺の割合が大きく増加し、

特に前立腺は12.5％が14.3％となり、り患順位では３位が２位となった。女では、乳房、子宮、結腸、

皮膚、膀胱、膵の割合が増加している。また、女を１とした場合の男の比（性比）をみると、ほとん

どの部位で男が高く、喉頭、食道、膀胱、口腔・咽頭、胃でその比も大きくなっている。

　�　平成16−17年の部位別のり患数を１とすると、10年後の平成26−27年は、男では皮膚が3.1倍、結

腸が1.9倍、膀胱が1.9倍、前立腺が1.8倍に増えている。女では皮膚が3.2倍、乳房が2.1倍、子宮が2.1倍、

結腸が2.0倍、膀胱が2.0倍に増えている。

⑶　年齢階級別り患割合

　�　がんの部位別り患割合は性別により異なるように、年齢階級にも違いが観察されている。図６－１、

２は平成26−27年の２年間の合計り患数を０－14歳、15－39歳、40－64歳、65歳以上の４年齢階級に

分け、男女別に主要部位別り患割合を図示したものである。

　�　０－14歳の平成26－27年のり患数は男147人、女118人といずれも少ない。主要部位をみると、男女

ともに白血病、脳などが高い割合を占めている。また、白血病以外は成人のがんではあまり見られな

い部位構成をしている。

　�　15－39歳をみると、男のり患数は876人、女のり患数は2,676人で女が1,800人多い。り患数の多い部

位を見ると、男では、精巣、結腸、悪性リンパ腫、白血病、直腸の順で、女では、子宮、乳房、甲状

腺、卵巣、結腸の順で高い割合を占めている。女の方がり患数が多く、性別によりり患の部位が異なっ

ている。

　�　40－64歳では、男のり患数は13,499人、女のり患数は16,286人である。男は、結腸、胃、肺、直腸、

前立腺の順に、女は乳房、子宮、結腸、肺、胃の順に、り患割合が高い。また40－64歳の男のがんり

患数は、男の総り患数の19.8％を、40－64歳の女のがんり患数は、女の総り患数の31.5％を占めている。

　�　65歳以上のり患数は男53,486人、女32,681人である。男は前立腺が、女は乳房が最も多く、次いで

男は胃、肺、結腸、直腸の順に、女は、結腸、胃、肺、膵の順にり患割合が高い。65歳以上のがんり

患数は、男の総り患数の78.6％を、65歳以上の女のがんり患数は、女の総り患数の63.1％を占めている。

　�　男では、40－64歳で結腸、胃、肺、直腸のり患数が多く、65歳以上では前立腺、胃、肺、結腸のり

患数が多くなっている。女では40－64歳で乳房、子宮、結腸、肺のり患数が多く、65歳以上では乳房、

結腸、胃、肺のり患数が多くなっている。また、男の65歳以上に前立腺がんが増えてきている。

　�　40歳以上の男のり患数は、男の総り患数の98.5％を、40歳以上の女のり患数は、女の総り患数の

94.6％を占めている。

　�　がんり患の部位別り患数やり患割合は、性別、年齢階級別に異なり、また、地域による違いや経年

の変化も観察されている。（付表２、８、19、21、参照）
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図６−１　り患の年齢階級別、部位別比較　─男─（平成26−27年）
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図６−２　り患の年齢階級別、部位別比較　─女─（平成26−27年）
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⑷　主要部位の年齢階級別り患割合

　�　平成26−27年のり患数より、部位別、性別、５歳毎の年齢階級別のり患割合を図７－１、７－２、

７－３に示した。ほとんどのがんは40歳頃より増加し、65−75歳頃が最も高い割合を占めていること

がわかる。年齢階級別にみると、乳房、卵巣は最も高い割合を占める年齢が45−65歳である。女性で

は、口腔・咽頭、胃、結腸、肺、膵、皮膚、膀胱、白血病は85歳以上でも高い割合を占めている。
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図７−１　部位別、年齢階級別り患割合（％）　（平成26−27年）
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図７−２　部位別、年齢階級別り患割合（％）　（平成26−27年）
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図７−３　部位別、年齢階級別り患割合（％）　（平成26−27年）

膀胱　男

前立腺　男

膀胱　女
白血病　男
白血病　女

乳房　女

卵巣　女



47

２．地域とがん

⑴　地域区分

　�　神奈川県を11の二次保健医療圏ブロックに分け、がんの部位別のり患率を観察した、地域区分は図

８に示し、それぞれに含まれる市区町村は下表にのせた。

二次保健医療圏名と構成市区町村名

二次保健医療圏名 市　区　町　村　名

横 浜 北 部 鶴見区、神奈川区、港北区、緑区、青葉区、都筑区

横 浜 西 部 西区、保土ヶ谷区、旭区、戸塚区、泉区、瀬谷区

横 浜 南 部 中区、南区、港南区、磯子区、金沢区、栄区

川 崎 北 部 高津区、宮前区、多摩区、麻生区

川 崎 南 部 川崎区、幸区、中原区

横 須 賀・ 三 浦 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町

湘 南 東 部 藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町

湘 南 西 部 平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町、二宮町

県 央 厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村

相 模 原 相模原市

県 西
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町
箱根町、真鶴町、湯河原町

計（11圏域） 19市13町１村

図８　地　域　区　分
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川崎北部

相模原

県　央

県　西

横浜北部
川崎南部

横浜南部

横浜西部

湘南東部

横須賀・三浦

湘南西部

レーダーチャートの見方
　男６部位（胃、結腸、肝・肝内胆管、肺、前立腺、直腸）
　女６部位（胃、結腸、肝・肝内胆管、肺、乳房、子宮）
のがんを六角形の頂点方向に、神奈川県の年齢調整り患率とした
比率（各地域の年齢調整り患率÷県の年齢調整り患率）で表現し
ている。
　各頂点は（破線部分）は県の年齢調整り患率と等しい場合（比
率が1.0）を表し、県平均より高い場合（1.0以上）は頂点より外側へ、
低い場合（1.0以下）は内側へくる。

男
女

図９　地域別のがんのり患マップ（平成26−27年）

⑵　地域別のがんり患状況（レーダーチャート）



49

川崎北部

相模原

県　央

県　西

横浜北部
川崎南部

横浜南部

横浜西部

湘南東部

横須賀・三浦

湘南西部

レーダーチャートの見方
　男６部位（胃、結腸、肝・肝内胆管、肺、前立腺、直腸）
　女６部位（胃、結腸、肝・肝内胆管、肺、乳房、子宮）
のがんを六角形の頂点方向に、神奈川県の年齢調整り患率とした
比率（各地域の年齢調整り患率÷県の年齢調整り患率）で表現し
ている。
　各頂点は（破線部分）は県の年齢調整り患率と等しい場合（比
率が1.0）を表し、県平均より高い場合（1.0以上）は頂点より外側へ、
低い場合（1.0以下）は内側へくる。

男
女
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⑶　がんのり患マップ

　�　神奈川県内の各市区町村別に部位別年齢調整り患率（平成26−27年）を計算し、り患率の高い所よ

り濃淡で４段階に分類して作図した。また図中の４段階の分類の基準のり患率と神奈川県の年齢調整

り患率（人口10万対の値）を県平均として、図11にのせた。濃い色になるに従って年齢調整り患率が

高くなっている。

　�　全部位で高いり患率を示したところは男女ともに清川村であった。り患率の低いところは、男は湯

河原町、女は麻生区であった。

　　り患率は、届出の精度との関係があるため、届出の精度もあわせて見る必要がある。

　　主要部位については図11－１から図11−14までに図示している。

　�　図11では各市区町村について全部位および各部位の年齢調整り患率（10万人対、世界人口モデルで

調整）について最小値、第１四分位数、中央値、第３四分位数、最大値で区切り、４種類で塗り分けた。

緑区
中央区

南区

図10　がんり患マップ市区町村位置図
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図11−１　全部位（男）　（平成26−27年）

図11−２　全部位（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［324.4，384.5］
［307.3，324.4）
［273.3，307.3）
［187.1，273.3）

県平均 302.3

年齢調整り患率
［276.4，325.1］
［254.3，276.4）
［237.9，254.3）
［169.2，237.9）

県平均 255.0

［ａ，ｂ］はａ以上ｂ以下，［ｃ，ｄ）はｃ以上ｄ未満
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図11−３　胃（男）　（平成26−27年）

図11−４　胃（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［46.1，71.7］
［42.4，46.1）
［38.1，42.4）
［15.1，38.1）

県平均 42.8

年齢調整り患率
［17.6，31.5］
［16.0，17.6）
［13.5，16.0）
［  1.7，13.5）

県平均 16.1
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図11−５　結腸（男）　（平成26−27年）

図11−６　結腸（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［45.3，73.2］
［40.8，45.3）
［35.2，40.8）
［19.0，35.2）

県平均 40.6

年齢調整り患率
［29.7，37.8］
［26.7，29.7）
［22.4，26.7）
［  8.6，22.4）

県平均 26.5
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図11−７　肝・肝内胆管（男）　（平成26−27年）

図11−８　肝・肝内胆管（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［14.7，24.7］
［12.2，14.7）
［10.1，12.2）
［  0 ，10.1）

県平均 12.2

年齢調整り患率
［5.4，9.8］
［4.4，5.4）
［2.7，4.4）
［0 ，2.7）

県平均 4.4
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図11−９　肺（男）　（平成26−27年）

図11−10　肺（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［38.7，55.8］
［36.0，38.7）
［33.7，36.0）
［24.0，33.7）

県平均 37.4

年齢調整り患率
［17.7，24.4］
［15.9，17.7）
［13.4，15.9）
［  2.6，13.4）

県平均 15.7
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図11−11　前立腺（男）　（平成26−27年）

図11−12　膀胱（男）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［44.7，64.2］
［39.4，44.7）
［31.8，39.4）
［13.4，31.8）

県平均 39.2

年齢調整り患率
［16.5，23.9］
［14.5，16.5）
［12.3，14.5）
［  0 ，12.3）

県平均 14.6



57

図11−13　乳房（女）　（平成26−27年）

図11−14　子宮（女）　（平成26−27年）

年齢調整り患率
［82.7，101.1］
［74.9， 82.7）
［67.0， 74.9）
［38.6， 67.0）

県平均 75.9

年齢調整り患率
［44.5，77.3］
［39.2，44.5）
［35.8，39.2）
［  0 ，35.8）

県平均 39.7
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３．経年の観察

⑴　年齢調整り患率（人口10万対）の年次推移

　�　がんのり患状況について、神奈川県悪性新生物登録事業が発足した昭和45年から、今回集計した

平成27年までをり患数の多い部位について、経年的に図示した（図12）。部位別にみると胃のり患率

の減少がみられている。胃では男女それぞれ昭和45年のり患率は86.6、48.4であったが、平成27年は

42.4、16.4に減少している（付表25）。逆に、増加傾向を示している部位は、男では肺、結腸、直腸、

前立腺、女では乳房、子宮、結腸、肺、直腸であった（付表25）。

図12　年齢調整り患率の年次推移

昭　和 昭　和平　成 平　成

⑵　年齢階級別のがんり患率の年次推移

　�　昭和54年から平成27年までの37年間を13の期間（昭和54 〜 56年、昭和57 〜 59年、昭和60 〜 62年、

昭和63 〜平成２年、平成３〜５年、平成６〜８年、平成９〜 11年、平成12 〜 14年、平成15 〜 17年、

平成18 〜 20年、平成21 〜 23年、平成24 〜 26年、平成27年）に分けて計算した。年齢階級は０〜 14歳、

15 〜 39歳、40歳〜 64歳、65歳以上の４グループに分けて年次変化をみた（図13）。

　�　部位別では胃や肝・肝内胆管で男女の減少がみられるが、逆に男女の口腔・咽頭、結腸、直腸、肺、

前立腺、膀胱、乳房、卵巣、皮膚に増加がみられ、また、子宮の15−39歳でも増加の傾向がみられて

いる。年齢階級別にみると、り患率が高いのは65歳以上の年代であるが、乳房および子宮においてり

患率が高いのは40−64歳の年代である。



59

図13−１　主要部位別　年齢階級別年齢調整り患率の比較
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図13−２　主要部位別　年齢階級別年齢調整り患率の比較
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図14−１　年齢調整り患率と年齢調整死亡率の経年変化

⑶　年齢調整り患率と年齢調整死亡率の年次推移

　�　全部位と対策型がん検診が実施されている中で胃、肺、乳房、子宮の部位について、全年齢、40

～ 49歳、50 ～ 59歳、60 ～ 69歳、70歳以上の年齢階級別の人口10万対の年齢調整り患率、年齢調整

死亡率を経年的に図示した。（図14）。

　�　この図及び（付表23）より、り患率と死亡率の差（開き）が経年的に大きくなっていることが観察

される。また、高齢となるに従って、り患率と死亡率の差（開き）が小さくなっている。

　�　部位別にみると、胃はり患率、死亡率ともに減少傾向を示している。肺、乳房のがんは上昇してい

る。また、年齢階級別にみると、胃、肺は高齢となるに従ってり患率も高くなっているが、乳房、子

宮は、各年代によるり患率の変化はみられない。

　　肺はり患率と死亡率の差（開き）が高齢となるに従って小さくなっている。
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図14−２　年齢調整り患率と年齢調整死亡率の経年変化
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図14−３　年齢調整り患率と年齢調整死亡率の経年変化
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図14−４　年齢調整り患率と年齢調整死亡率の経年変化
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４．登録の精度（届出と診断の精度）

　地域がん登録（悪性新生物登録事業）では、県下の各医療機関からの届出票と、死亡票からの届出漏

れ患者の登録により、り患数を算定している。この算定されたり患数が、当該地域の真のり患数をどの

程度反映しているかを示す指標の一つとして、り患数に対する死亡票からのみ登録された患者の割合（以

下「死亡票のみの割合」という。）が用いられている。また、届出された資料の診断の精度の指標として、

届出り患数またはり患数に対して、診断方法としての組織診断が実施された患者数の割合（以下「組織

診の割合」という。）が用いられている。死亡票の割合が低いほど「地域がん登録」で算出した、り患

率の信頼性が高く、組織診の割合が高いほど診断の精度が高くなる。

　平成27年の登録の精度は、死亡票のみの割合が8.9％であり、組織診の割合（届出り患数に対する）

は89.5％であった（表６−１）。平成26年の精度と比較すると、死亡票のみの割合は9.3％から8.9％へと

良くなった。組織診・細胞診の割合は89.1％が89.5％へと上昇した。なお、過去５年間をみると、死亡

票のみの割合は良くなりつつある。地域がん登録の目標として、死亡票のみの割合を20％以下にするこ

とが望まれているが、平成22年より20％以下となり、平成25年には県下全域で達成した。

　県下では、最も精度が高い地域が湘南西部（6.1％）、次いで県央（6.9％）、横須賀・三浦（7.2％）、湘

南東部（7.3％）と続く。

　登録の精度を主要部位別にみると、死亡票のみの割合が低い部位は皮膚1.0％、喉頭2.5％、子宮2.7％、

甲状腺3.5％、乳房4.1％、前立腺4.2％であり、組織診の割合が高いのは、皮膚98.3％であった。逆に、

死亡票のみの割合が高いのは骨27.4％、脳21.6％、肝・肝内胆管20.3％、胆のう・胆管17.0％であり組織診・

細胞診の割合が低いのは、肝・肝内胆管38.0％、膵68.3％、胆のう・胆管76.7％であった（表６、図15）。

　二次保健医療圏別にみると、死亡票のみの割合が低いのは湘南西部6.1％、県央6.9％、横須賀・三浦

7.2％、湘南東部7.3％となり届出の精度は非常に良くなってきた。逆にこの割合が高かったのは県西

16.0％であった。組織診・細胞診の割合は全地域89.5％と良好で、特に県央93.7％、横浜南部92.9％、横

須賀・三浦91.1％と良好である（表６－２）。市区町村別は図16及び付表10、11に示した。

　なお、地域別の精度の違いを検討する際には、患者の居住地域と診断・届出医療機関の所在地域とが

異なる場合があることを注意しておく必要がある。
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表６　登録の精度（届出と診断の精度）
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図15　り患数に対する死亡小票のみの割合（部位別）　─平成27年─

図16　り患数に対する死亡小票のみの割合（市町村別）　─平成27年─

％

％
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５．受診の動機

⑴　検診で発見されたがん

　�　検診で発見され受診した患者は、届出された患者55,152人中9,666人（17.5％）であった。検診経由

の者を主要部位別にみたものが表７である。

　�　対策型がん検診としておこなわれている部位で、胃がん検診、大腸がん（結腸・直腸）検診、肺が

ん検診、乳がん検診、子宮がん（頸部）検診において発見されたがんの割合を図17に示した。検診経

由のがんが最も多いのは大腸がんであり、2,425人であった。

　�　二次保健医療圏別にこれらをみたものが表８である。各地域ともに、検診経由の割合の高いものは

子宮頸がんである。地域間の比較をする場合には、各地域の届出状況、検診実施状況とを併せてみる

必要がある。

表７　部位別にみた検診経由患者数とその割合（主要部位）

表８　二次保健医療圏別にみた検診経由数とその割合（胃・大腸・肺・乳房・子宮）
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図17　検診で発見されたがん　─届出り患数─　平成27年
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６．診断・治療の状況（部位・地域・病院規模）

⑴　診断方法

　�　地域がん登録（悪性新生物登録事業）では、がんの診断方法（Ｘ線、内視鏡、細胞診、組織診、病

理解剖、画像診断）について調査している。

　�　死亡票のみの者は組織診やどのような診断方法や治療方法が行われたかどうか明確でない場合が多

いため、届出り患者55,152人を対象として調査した。

　�　主要部位別及び地域別の診断方法について集計したものが（付表12）である。組織診でがんと確か

められた患者は、届出り患者のうち87.0％であった。次いで内視鏡、画像診断、Ｘ線診断、の割合で

高かった。剖検（病理解剖）による確認は平成26年と同様に0.6％であった。組織診の割合の低いも

のは肝・肝内胆管36.0％、膵58.2％であるが、逆に剖検（病理解剖）の割合は、白血病1.6％、膵1.3％、

肺1.3％が高くなっている。

　　組織診では皮膚が97.7％、子宮96.6％、乳房94.9％と高い割合を示している。

　�　市区町村・性別の組織診・細胞診の割合は（付表11）にのせた。男が88.7％、女が90.5％で、実施

率は女の方が高かった。

⑵　治療の状況

　�　届出された患者がどのような治療をうけたのか表９に主要部位別・二次保健医療圏別に示した。治

療内容は、手術療法、放射線療法、化学療法とこれらの併用療法、体腔鏡的切除、内視鏡的切除、対

症療法とに分類した。

　�　手術を受けた患者は、届出された患者の34.6％であった。これを主要部位でみてみると、皮膚

（89.6％）、甲状腺（85.5％）、乳房（81.0％）、卵巣（80.5％）の割合で高い。放射線療法は喉頭（58.0％）、

脳（51.8％）、口腔・咽頭（37.5％）、乳房（33.2％）が高く、化学療法では白血病（75.0％）が最も高い。

　�　併用療法では化学療法と手術療法が届出された患者の8.2％を占めている。主要部位では卵巣

（58.4％）が高い割合であった。

　　また、二次保健医療圏別に観察すると、手術を受けた患者の割合は県西45.3％で最も高かった。
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表９　治療の状況（届出り患数に対する割合）（％）
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⑶　受療医療機関

　�　届出患者の受療した病院・診療所について診

断、治療、その後の転帰までも含めた延べ受診

数を医療機関の規模別にまとめた（表10）。

　�　149床以下を小規模病院、150−499床を中規

模病院、500床以上を大規模病院とした。専門

病院はがん専門の病院である。

　�　図18に全部位、胃、肺、結腸、乳房、子宮の

病院規模別・受療状況を示した。

　�　付表13に主要部位と二次保健医療圏別病院規

模別の受療の状況を示した。

　�　大学病院では口腔・咽頭（65.6％）、喉頭

（64.4％）、甲状腺（57.6％）、皮膚（50.9％）の

受療割合が高く、がん専門病院では骨（21.7％）、

甲状腺（12.6％）、食道（10.1％）の受療割合が

高い。大規模病院では皮膚、白血病、膀胱、脳

の受療割合が高い。地域別にみると大規模病院

は横須賀・三浦、大学病院は川崎北部、専門病

院は横浜西部の受療割合が高い。県外受療は

1.6％で大部分が東京である。

　　また、県西は中規模病院への受療割合が高い。

　�　患者の受療には、患者の居住地域や医療機関

の設置状況、交通との関係があると考えられる。

表10　病院規模別受診割合の比較（％）

図18　病院規模別・受療状況（％）平成27年
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表11　部位別５年相対生存率（％）

７．５年相対生存率

　がん統計では患者の予後を示す指標として、届出り患者の実測生存率（累積生存率）及び相対生存率

を算出している。相対生存率は実測生存率を期待生存率で割ったものである。生存率の算定にあたって

は、登録患者についての生死の確認をおこなっておく必要がある。平成18年度まで人口動態調査死亡票

の照合による死亡の確認のみだったが、平成19年度より神奈川県の全市区町村へ住民票照会を実施し、

生存確認や居住確認の予後調査が実施出来ている（付表15）。

　予後調査は、平成24年から住民基本台帳ネットワークシステムが使用できるようになり、生存確認調

査の省力化がはかられるようになった。

　主要部位の５年相対生存率について平成19年、20年、21年、22年、23年に診断され、医療機関から届

出された患者について表11にのせた。平成19年から平成23年までを比べてみると、男性では食道、胃、肺、

女性では子宮、肺、肝・肝内胆管の生存率が少しずつ高くなっている。

　生存率の高い部位は男性では前立腺（98.2％）、皮膚（93.2％）、甲状腺（87.4％）、女性では甲状腺（92.5％）、

皮膚（91.6％）、乳房（91.4％）である。逆に低いのは男性では膵（9.2％）、肺（30.3％）、女性では膵（10.8％）、

胆のう・胆管（21.7％）である。

性
別 部　位 ICD-10

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

男

全部位 C00-C96 60.7 61.0 63.0 63.7 64.3 

口腔・咽頭

食道

胃

結腸

直腸

肝・肝内胆管

胆のう・胆管

膵

喉頭

肺

骨

皮膚

前立腺

腎

膀胱

脳

甲状腺

白血病

C00-C14

C15

C16

C18

C19-C20

C22

C23-C24

C25

C32

C33-C34

C40-C41

C43-C44

C61

C64

C67

C71

C73

C91-C95

54.7 

36.9 

63.2 

76.6 

73.6 

30.4 

27.7 

10.0 

78.4 

26.7 

60.7 

90.1 

95.8 

82.6 

82.2 

28.1 

90.8 

39.5 

54.5 

40.0 

64.2 

77.1 

71.9 

34.9 

21.5 

10.4 

74.7 

27.3 

39.3 

94.8 

95.2 

78.7 

84.8 

40.9 

91.6 

42.3 

58.0 

38.3 

62.6 

78.0 

74.2 

31.3 

32.5 

  8.0 

79.1 

28.1 

20.2 

99.9 

98.6 

79.3 

82.3 

31.2 

92.6 

37.1 

56.5 

42.6 

65.3 

77.7 

71.1 

33.0 

27.8 

  9.9 

86.4 

27.6 

54.7 

86.4 

97.5 

83.4 

84.4 

33.3 

92.0 

43.2 

58.4 

43.5 

65.4 

79.1 

74.8 

32.7 

33.5 

  9.2 

78.0 

30.3 

54.4 

93.2 

98.2 

77.2 

83.2 

38.8 

87.4 

43.8 

性
別 部　位 ICD-10

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

女

全部位 C00-C96 69.5 69.5 70.3 70.2 69.8 

口腔・咽頭
食道
胃

結腸
直腸

肝・肝内胆管
胆のう・胆管

膵
喉頭
肺
骨

皮膚
乳房
子宮
卵巣
腎

膀胱
脳

甲状腺
白血病

C00-C14
C15
C16
C18

C19-C20
C22

C23-C24
C25
C32

C33-C34
C40-C41
C43-C44

C50
C53-C55

C56
C64
C67
C71
C73

C91-C95

70.9 
40.7 
63.3 
73.3 
75.4 
30.4 
20.0 
  8.9 
94.9 
40.9 
74.0 
92.8 
92.3 
73.7 
59.1 
69.7 
76.7 
43.6 
93.8 
41.7 

70.6 
49.2 
61.4 
76.2 
73.3 
29.9 
22.4 
  7.4 
92.4 
40.3 
82.5 
90.2 
91.0 
77.5 
59.0 
74.7 
81.9 
37.5 
94.9 
45.1 

65.6 
53.9 
63.9 
77.0 
76.5 
30.7 
19.3 
11.8 
86.7 
42.8 
46.9 
93.1 
93.2 
76.0 
61.0 
79.4 
78.9 
32.9 
95.4 
39.0 

70.8 
48.2 
66.2 
74.8 
75.0 
34.1 
22.2 
  9.7 
75.4 
42.9 
56.1 
90.4 
92.3 
77.9 
62.1 
78.9 
78.7 
33.6 
94.7 
46.8 

65.5 
45.1 
64.6 
73.9 
75.5 
34.0 
21.7 
10.8 
89.0 
44.6 
58.4 
91.6 
91.4 
78.6 
59.4 
77.2 
78.6 
37.7 
92.5 
41.5 
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８．他都道府県の地域がん登録との比較

　我が国の地域がん登録は平成24年より全国で実施されるようになった。歴史をふりかえると、平成16

年度より第３次対がん10 ヵ年戦略事業が開始され、地域がん登録の標準化と精度向上の取り組みを支

援し、我が国のがんの実態を正確に迅速に把握し、がん対策に寄与することとなった。そして「がん予

防対策のためのがん罹患・死亡動向の実態把握の研究」班が立ち上がり、平成18年10月に国立がんセン

ターがん対策情報センターがん情報・統計部に地域がん登録室が開設された。そこで「一定水準の登録

精度と登録方法が確保できている地域がん登録を重点的に支援・整備する方針」を改め、平成19年度よ

り、「地域がん登録を実施している、もしくは事業開始を計画している全ての地域を対象とした標準方

式の普及に取り組む」こととなった。地域がん登録は全国47都道府県で実施され、平成24年のがんのり

患より全ての都道府県よりデータの提出が可能となり、表12へ都道府県別り患数・死亡数・年齢調整り

患率として載せた。

　また、本県のがんのり患および死亡状況を他都道府県と比較したものが次ページの表12と付表30であ

る。（平成30年３月集計）
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表12　都道府県別り患数・死亡数・年齢調整り患率
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表13　主要部位別死亡数に対するり患数の比

９．平成27年のがんり患数と死亡数の比較

　がん統計やがんの予防、医療活動の評価のためには、地域がん登録に基づく、り患統計とともに人口

動態統計に基づく死亡統計（付表16、17、18）も用い、常に両者を比較しながら、検討をおこなう必要

がある。

　特に、り患統計では、その地域の真のり患をどの程度反映しているのかを吟味すべきである。現在こ

の指標として、（当該年のり患数）÷（当該年の死亡率）（Ｉ／Ｄ比）を用いている。

⑴　全部位のがん

　�　本県の平成27年のがんり患数は、同年の死亡数の2.6倍である。この比の値が1.5以下の場合、届出

もれのあることが推定される。

　�　本県では、昭和62年からは1.5を越えたので、今後この値が下がらぬよう、医療機関よりがん患者

の届出をさらに充実させていく必要がある。

⑵　部位別の比較

　�　主要部位別にみると皮膚（18.1）、甲状腺（7.6）、前立腺（7.0）、喉頭（6.3）、乳房（6.3）、子宮（6.1）

が高い値を示し、膵（1.2）、胆のう・胆管（1.3）、肝・肝内胆管（1.3）が低い値である。


